事業再生の文例集
金融機関への文書と、事業再生計画書の記載例
作成：ジェイスタート会計事務所（https://www.sapporotax.com/saisei/shoshiki/）
中小企業活性化協議会（以下「協議会」）の再生支援で使う文例集です。会社から金融機関に送る文書の文例と、事業再生計画書に使う記載例を、場面ごとに収めています。協議会の手続は、別冊2 再生支援実施要領（以下「別冊2」）が定め、そのQ＆A（以下「別冊2 Q＆A」）が解説しています。

	ご利用にあたって
このテンプレートは一般的な様式例です。中小企業活性化協議会や金融機関が様式を指定している場合は、そちらを優先してください。数式・記載例の内容は、利用者の責任で確認してお使いください。2026年10月10日時点で公表されている資料をもとに作成しています。



この文例集の使い方
1. 【　】は差し替える箇所です。自社の内容に置き換え、【　】の記号も消します。記載例の【　】内の金額・水準・期限は例示で、主要債権者と協議して決めます。
1. 〔　〕は選ぶ箇所や、場合によって残す箇所です。「〔貴行／貴庫〕」のように「／」で区切ったものは1つを選びます。宛先に合わせて「貴行」「貴庫」「貴公庫」を使い分けます。
1. 「（元金の猶予の場合）」のような（　）書きの条件は、当てはまるときだけ文を残し、（　）書きは消します。
1. 差出人は代表取締役とします。拝啓・敬具、記・以上の形、あいさつ文、宛名の書き方は、自社の文書の慣行と送り先の金融機関の実務に合わせて直してください。
1. 送る前に、日付・金額・版番号などの事実を資料と突き合わせて確かめます。金額は金融機関別の表から引き、文書ごとに打ち直さないようにします。Wordの検索で「【」を探すと、差し替えの漏れが分かります。
1. 協議会の手続に触れる文書は、送る前に協議会の担当者に文面を見てもらいます。返済猶予の要請は、統括責任者と会社の連名で、書面等により全ての対象債権者に行います（別冊2 Q＆A Q21）。会社だけの名前で要請文を出す形にならないよう注意してください。
1. 各文例の前の「使う場面・送る前の確認」（記載例では「使う場面・書く前の確認」）は、使うときの注意です。文書を作るときは、見出しとこの欄を消して使います。
1. 表示タブの「ナビゲーションウィンドウ」を開くと、見出しから各文例に移動できます。

文例の一覧
「解説」の欄は、Webページ「事業再生の書式・文例・テンプレート」（https://www.sapporotax.com/saisei/shoshiki/）の章です。「協議会」は「中小企業活性化協議会の再生支援」（/saisei/kyogikai/）、「計画書」は「事業再生計画書の作り方」（/saisei/keikakusho/）のページの章を指します。
	文例
	使う場面
	送り先・使う場所
	解説

	第1部　金融機関への文書

	文例1　メイン金融機関への相談の申入れ
	資金繰りが詰まる前（協議会への相談の前後）
	メイン金融機関
	第6章

	文例2　協議会への相談後の報告
	協議会の窓口相談の後
	メイン金融機関（他は協議会と相談）
	第6章

	文例3　返済猶予の要請に添える会社の説明文
	再生支援の開始時（連名の要請書面に添える）
	全ての対象債権者
	第6章

	文例4　債権者会議の案内
	各回の債権者会議の前
	全ての対象債権者
	第6章

	文例5　計画案の送付状
	計画案の完成時
	全ての対象債権者と協議会
	第6章

	文例6　モニタリング報告の送付状
	計画の成立後、四半期・半期ごと
	全ての対象債権者と協議会
	第6章

	第2部　調査と債権者会議の文書

	資料のご依頼（依頼状）
	財務と事業の調査分析（DD）の開始時
	会社（外部専門家から送る）
	第3章

	議事次第の例　第1回
	再生支援の開始直後の債権者会議
	会議の出席者
	第7章

	議事次第の例　第2回
	調査結果を報告する債権者会議
	会議の出席者
	第7章

	議事次第の例　第3回
	計画案を説明する債権者会議
	会議の出席者
	第7章

	第3部　経営者責任・株主責任・保証債務の記載例

	文例1　報酬
	社長が続投（親族役員の報酬も見直す）
	計画書（経営者責任）
	第8章

	文例2　資産
	債権放棄等を要請し、社長が続投
	計画書（経営者責任）
	第8章

	文例3　ガバナンス
	会社の資金が経営者の個人的な支出に流れていた
	計画書（経営者責任）
	第8章

	文例4　未達時の条項
	措置を段階的に重くする
	計画書（経営者責任）
	第8章

	文例5　社内の幹部に経営を引き継ぐ
	社長が退任し、社内の幹部・後継者に交代
	計画書（経営者責任）
	第8章

	文例6　スポンサーが指名する経営者に交代
	債権放棄等でスポンサーの経営者に交代
	計画書（経営者責任）
	第8章

	文例7　第二会社方式で事業を新会社に移す
	第二会社方式
	計画書（経営者責任）
	第8章

	文例8　減増資でスポンサーが株主になる
	債権放棄等でスポンサーの経営者に交代
	計画書（株主責任）
	第8章

	文例9　支配株主が株式を手放し、一般株主は残す
	直接放棄・DESで社内の後継者に交代
	計画書（株主責任）
	第8章

	文例10　DESで既存株主の持分を減らす
	直接放棄・DESで社長が続投
	計画書（株主責任）
	第8章

	文例11　第二会社方式の場合
	第二会社方式
	計画書（株主責任）
	第8章

	文例12　リスケ型（保証が続く場合）
	リスケ・プレ再生
	計画書（保証債務）
	第8章

	文例13　債権放棄等を要請する場合（一体整理の方針）
	債権放棄等を要請する
	計画書（保証債務）
	第8章

	第4部　モニタリング報告の記載例

	差異の説明と今後の対応（F社）
	計画と実績に差が出たとき
	モニタリング報告書
	第9章

	第5部　プレ再生計画・小規模特例の記載例

	出口イ　プレ再生計画の終了時の対応
	プレ再生計画
	計画書（出口）
	協議会 第11章

	出口ロ　期間中の本格的な再生計画への移行
	プレ再生計画
	計画書（出口）
	協議会 第11章

	出口ハ　計画の履行が困難になった場合の対応
	プレ再生計画
	計画書（出口）
	協議会 第11章

	出口の判定表の例（D社）
	プレ再生計画
	計画書（出口）
	計画書 第13章

	生活の確保の記載例（E社）
	小規模特例
	計画書
	計画書 第13章


第1部　金融機関への文書
再生の手続では、会社から金融機関へ何度も文書を出します。どの文書も、同じ事実と同じ数字を、全ての金融機関に同じ時期に届けることが信頼の土台になります。
別冊2は、支援の対象となる会社の要件を定めています。その一つが、対象債権者に経営情報等を適時適切かつ誠実に開示していることです（別冊2 2.(1)②）。金融機関に出す文書は、その開示の記録にもなります。差出人は代表取締役とし、宛先に合わせて「貴行」「貴庫」「貴公庫」を使い分けます。
手続の節目と金融機関への文書
	文例
	時期
	宛先
	主な添付

	1 相談の申入れ
	資金繰りが詰まる前
	メイン金融機関
	資金繰り表、借入金の一覧

	2 協議会への相談後の報告
	窓口相談の後
	メイン金融機関（他は協議会と相談）
	―

	3 返済猶予の要請に添える説明文
	再生支援の開始時
	全ての対象債権者
	資金繰り表

	4 債権者会議の案内
	各回の会議の前
	全ての対象債権者
	議事次第

	5 計画案の送付状
	計画案の完成時
	全ての対象債権者と協議会
	計画案、金融機関別の表

	6 モニタリング報告の送付状
	四半期・半期ごと
	全ての対象債権者と協議会
	モニタリング報告書


送る前の確認（全ての文書に共通）
1. 同じ内容の文書を、宛先の全ての金融機関に同じ日に送る
1. 金額は金融機関別の表から引き、文書ごとに打ち直していない
1. 宛名と金額の組み合わせを、送る前に別の人が確かめた
1. 計画案や報告書の版番号と日付を書いた
1. 協議会の手続に触れる文書は、送る前に協議会の担当者に文面を見てもらった
1. 会社だけで返済の停止を通知する文書になっていない
1. お詫びだけで終わらず、事実・数字・今後の取組を書いた
1. 送った文書の控えと送付日を記録した
文例1　メイン金融機関への相談の申入れ
	使う場面・送る前の確認
1. 時期：資金繰りが詰まる前。協議会に相談する前後に、まずメイン金融機関に状況を伝えます。宛先：メイン金融機関　主な添付：資金繰り表、借入金の一覧
1. 協議会は、再生支援が適当と判断すると、会社の承諾を得て主要債権者に状況を説明し、意向を確かめます（別冊2 2.(2)①）。先に会社から相談しておくと、この確認が進めやすくなります。
1. 返済は止めずに相談するのが基本です。会社の判断だけで返済を止めると、その後の調整が難しくなります。



【日付】
【金融機関名】【支店名】
【ご担当者名】様
【商号】
代表取締役　【氏名】
経営の立て直しに関するご相談のお願い
拝啓　平素より格別のご支援を賜り、厚く御礼申し上げます。
当社は【○年○月期】以降、【主な要因】により業績が悪化し、【○年○月期】の経常利益は【△○】千円となりました。現在の見込みでは、【○年○月】頃に約定どおりの返済が難しくなるおそれがあります。
返済は現在も約定どおり続けております。資金が詰まる前に、事業の立て直しと返済のあり方について、〔貴行／貴庫〕にご相談したいと考えております。中小企業活性化協議会への相談も検討しており、進め方についてご意見をいただければ幸いです。
つきましては、【候補日】のいずれかで、ご面談の機会をいただけないでしょうか。当日は、決算書3期分、直近の試算表、借入金の一覧、今後【○】か月の資金繰り表をお持ちします。
敬具
連絡窓口：【役職・氏名】（電話【番号】）
文例2　協議会への相談後の報告
	使う場面・送る前の確認
1. 時期：協議会の窓口相談の後。協議会の助言と今後の流れを、メイン金融機関に報告します。宛先：メイン金融機関。他の金融機関に伝える時期と方法は、協議会と相談して決めます。
1. 再生支援の開始前に行う主要債権者の意向確認は、具体的な計画への同意の見込みまで確かめるものではありません。事業の再生を検討することに否定的でないことが確認されれば足りるとされています（別冊2 Q＆A Q18）。



【日付】
【金融機関名】【支店名】
【ご担当者名】様
【商号】
代表取締役　【氏名】
中小企業活性化協議会への相談についてのご報告
拝啓　先日ご相談した件につき、下記のとおりご報告いたします。
敬具
記
1.	相談の状況：当社は【日付】、【協議会の名称】の窓口相談を受けました。決算書、借入金の一覧、資金繰り表をもとに、財務と事業の状況、取引金融機関との関係をご説明しました。
2.	協議会からの助言：【助言の内容（例：再生支援の利用を検討すること、そのために準備する資料）】
3.	今後の流れ：協議会が再生支援を行うことが適当と判断した場合、協議会から〔貴行／貴庫〕に当社の状況をご説明し、ご意向を伺うことになります。当社は、このご説明を承諾しております。
4.	当面の対応：返済は〔約定どおり続けております／【状況】〕。月次の試算表と資金繰りの実績は、毎月【○】日までにお届けします。
5.	お願い：今後の進め方について、ご意見をお聞かせいただけますと幸いです。
以上
文例3　返済猶予の要請に添える会社の説明文
	使う場面・送る前の確認
1. 時期：再生支援の開始時　宛先：全ての対象債権者　主な添付：資金繰り表
1. 要請そのものは連名で行います。返済猶予の要請は、統括責任者が資金繰りの状況等から必要と判断した場合に行います（別冊2 2.(2)⑤）。要請は、統括責任者と会社の連名で、書面等により全ての対象債権者に行います（別冊2 Q＆A Q21）。会社が単独で返済の停止を通知するものではありません。
1. 協議会スキームでは「一時停止」の通知はしません。権利行使や保全措置の差し控え、統括責任者への債権届出の要請が、あわせて行われることがあります（Q21・Q21-2）。
1. この文例は、連名の要請書面に添えて、会社の事情とお詫び、猶予期間中の約束を伝える説明文です。文面と送付日は協議会と調整します。



【日付】
対象債権者各位
【商号】
代表取締役　【氏名】
返済猶予のお願いにあたってのご説明
拝啓　本日、中小企業活性化協議会の統括責任者と当社の連名により、〔元金／元利金〕の返済猶予をお願いする書面をお送りしました。多大なご迷惑をおかけしますことを、心よりお詫び申し上げます。お願いに至った経緯と、猶予期間中の当社の取組をご説明いたします。
1.	経緯：当社は【○年○月期】以降、【主な要因】により赤字が続き、運転資金の借入で返済を続けてまいりました。別添の資金繰り表のとおり、約定どおりの返済を続けると【○年○月】に資金が不足する見込みです。
2.	今後の進め方：当社は【日付】から協議会の再生支援を受けています。外部専門家による財務と事業の調査を経て、【○年○月】頃に再生計画案をお示しする予定です。
3.	猶予期間中のお約束
（1）	全ての対象債権者に同じ基準でお願いし、特定の金融機関への返済や担保の提供は行いません。
（2）	利息は約定どおりお支払いします（元金の猶予の場合）。
（3）	月次の試算表と資金繰りの実績を、毎月【○】日までに全ての対象債権者と協議会にお届けします。
（4）	通常の営業以外の資産の売却や新たな借入は、事前に協議会に相談します。
（5）	役員報酬を【○年○月】から月額【○】千円に減額し、経費の見直しを始めています。
4.	連絡窓口：【役職・氏名】（電話【番号】、メール【アドレス】）
事情をご賢察のうえ、ご理解とご協力を賜りますよう、お願い申し上げます。
敬具
文例4　債権者会議の案内
	使う場面・送る前の確認
1. 時期：各回の債権者会議の前　宛先：全ての対象債権者　主な添付：議事次第（第2部に例があります）
1. 計画案ができた後の債権者会議は、会社・主要債権者・個別支援チームが協力して開きます（別冊2 2.(7)①）。オンラインでの開催や、持ち回りでの説明も認められています（別冊2 Q＆A Q34）。中小企業の事業再生等に関するガイドライン（以下「中小版GL」）のQ＆A（Q71）は、欠席した債権者には個別に説明するとしています。
1. 案内を会社と協議会のどちらから出すかは、協議会と決めます。文例の議題は計画案を説明する回のもので、それより前の回は第2部の議事次第の例から写します。



【日付】
対象債権者各位
【商号】
代表取締役　【氏名】
第【○】回 債権者会議（バンクミーティング）のご案内
拝啓　当社の再生計画につきまして、中小企業活性化協議会、主要債権者と協議のうえ、下記のとおり債権者会議を開催いたします。ご多忙のところ恐縮ですが、ご出席を賜りますようお願い申し上げます。
敬具
記
1.	日時：【○年○月○日（○）○時〜○時】
2.	場所：【会場名・所在地】（オンラインでのご参加も可能です。接続先は別にお知らせします）
3.	議題：
（1）	調査結果のご報告
（2）	再生計画案のご説明
（3）	質疑応答・意見交換
（4）	同意・不同意のご意見を表明いただく期限
4.	資料：再生計画案（第【○】版）を【○月○日】にお送りします。調査報告書は、統括責任者から提出される予定です。
5.	ご出欠：【○月○日】までに、ご出席の方のお名前と参加の方法を【連絡窓口】へお知らせください。ご欠席の場合は、個別にご説明する日程をご相談させていただきます。
以上
文例5　計画案の送付状
	使う場面・送る前の確認
1. 時期：計画案の完成時　宛先：全ての対象債権者と協議会　主な添付：計画案、金融機関別の表
1. 計画案は、確定した同じ版を、全ての対象債権者と協議会に同時に送ります。
1. 宛先の金融機関へのお願いは、金融機関別の表と同じ数字で書きます。宛名と金額の組み合わせは、送る前に別の人が確かめます。要請内容の書き方は計画書のページの第10章、版を差し替えるときの文例は同じページの第15章にあります。



【日付】
【金融機関名】【支店名】
【ご担当者名】様
【商号】
代表取締役　【氏名】
再生計画案（第【○】版）の送付について
拝啓　当社の再生計画案（第【○】版、【日付】付）をお送りします。本計画案は、全ての対象債権者と中小企業活性化協議会に同時にお送りしています。
1.	計画の要旨：【計画の型】として、【基本方針の要約】に取り組みます。計画【○】期に経常利益の黒字化、計画【○】期に実質債務超過の解消を見込んでいます。
2.	〔貴行／貴庫〕へのお願い：【按分基準日】の残高【○】千円について、元金の返済額の変更をお願いいたします。計画【○】期は月【○】千円（年【○】千円）、計画【○】期以降は月【○】千円（年【○】千円）です（計画案【○】頁、表【○】）。
3.	今後の日程：【日付】の債権者会議でご説明し、ご質問にお答えします。ご意見を表明いただく期限は、会議でお諮りします。
4.	ご質問・追加資料：稟議に必要な資料は、【期限】までに【連絡窓口】へお申し付けください。いただいたご質問と回答は、全ての対象債権者に共有いたします。
敬具
記
同封物：再生計画案【○】部、金融機関別の弁済予定表【○】部
以上
文例6　モニタリング報告の送付状
	使う場面・送る前の確認
1. 時期：計画の成立後、四半期・半期ごと　宛先：全ての対象債権者と協議会　主な添付：モニタリング報告書
1. モニタリングは、原則として会社と主要債権者が主体となって定期的に行い、協議会は報告を受けます（別冊2 Q＆A Q39）。2026年3月の改定で、成立年度と計画1期目は頻度を多くすることが重要とされました。
1. 協議会は、モニタリング期間の後も、計画期間の終了まで毎期の決算書の提出を受けるよう努めます（別冊2 4.(1)③）。モニタリング期間の終了後は、文中の「（モニタリング期間の終了後）」の一文を使います。報告書の様式は、書式・文例ページの第9章にあります。



【日付】
対象債権者各位
中小企業活性化協議会　御中
【商号】
代表取締役　【氏名】
【計画○期 第○四半期】モニタリング報告書の送付について
拝啓　再生計画の【計画○期 第○四半期】（【○年○月〜○月】）の実施状況をご報告します。
1.	業績：売上高は【○】千円（計画比【○】％）、経常利益は【○】千円（計画との差【△○】千円）でした。
2.	計画との差の主な理由：【理由（外部環境の変化・施策の遅れ・前提の誤りの別）】
3.	施策の進み具合：重点施策【○】本のうち、【○】本が計画どおり、【○】本が遅れています。遅れている施策は【対策】に取り組みます。
4.	資金繰りと返済：【○月】末の資金残高は【○】千円です。計画に基づく返済と公租公課の納付は〔計画どおり行っています／【状況】〕。
5.	経営者責任として約束した事項：代表者の役員報酬は、月額【○】千円で支給しています。
6.	今後の見通し：【○年○月期】の経常利益は【○】千円を見込みます。（未達時の対応ルールに当たる場合）計画書の【段階】に当たるため、【追加策】を実施します。
7.	モニタリング会議：【日時・場所】に開催します。
（モニタリング期間の終了後）計画期間の終了までは、本状に代えて、毎期の決算書と計画との対比表をお送りします。
敬具
記
同封物：モニタリング報告書（計画対比表、資金繰り表、施策の進捗表）
以上
第2部　調査と債権者会議の文書
外部専門家が会社に資料を依頼するときの依頼状と、債権者会議（バンクミーティング）の議事次第の例です。
資料のご依頼（外部専門家から会社へ）
	使う場面・送る前の確認
1. 使う場面：財務と事業の調査分析（DD）を始めるときに、資料依頼リストに添えて、外部専門家から会社に送ります。
1. リストには、基準日、期限、受け渡しの方法、問合せ先を書いた依頼状を添えます。「初週」「データ」は、資料依頼リストの優先度と形式の区分です。



【日付】
【商号】
代表取締役　【氏名】様
【事務所名】
【担当者名】
資料のご依頼
拝啓　このたびの財務と事業の調査分析に当たり、別紙のリストの資料をご用意くださいますようお願いいたします。基準日は【○年○月○日】です。期間の指定がない資料は、直近3期分と当期分をお願いします。
リストで「初週」とした資料は【○月○日】までに、そのほかの資料は【○月○日】までにご提出ください。「データ」とした資料は、ExcelかCSVの形でいただけると助かります。
資料は、共有フォルダの区分ごとのフォルダに保存してください。お手元にない資料や、作成に時間がかかる資料は、その旨をリストの備考欄にご記入ください。
お預かりした資料は、今回の調査分析と計画の策定のためにのみ使い、適切に管理します。ご不明な点は、【担当者名】（電話【番号】、メール【アドレス】）までお問い合わせください。
敬具
議事次第の例　第1回（再生支援の開始直後）
	使う場面・送る前の確認
1. 使う場面：再生支援の開始直後に開く第1回の債権者会議。計画案ができる前の会議は、調査と計画案づくりの進み具合に応じて開く協議の場で（別冊2 2.(4)③）、回数の定めはなく、2〜3回が多く見られます。
1. 議題ごとに、説明者、時間、資料番号を書きます。時間の配分は例です。司会と議事録の担当を決めます。中小版GLのQ＆A（Q70）は、議事録の作成が望ましいとしています。
1. 資料は会議の前に送り、担当者が読んでから出席できるようにします。案内状は第1部の文例4を使います。



第1回 債権者会議（バンクミーティング）議事次第
日時：【○年○月○日（○）○時〜○時】　場所：【会場】（オンライン併用）
出席：対象債権者【○】者、中小企業活性化協議会（統括責任者ほか）、個別支援チーム、当社（代表取締役、【経理責任者】）
司会：【協議会の担当者】　議事録：【担当者】

1.	開会、出席者の紹介（5分）
2.	再生支援の開始と手続の流れ（協議会、10分）	資料1
3.	ご挨拶、経営の現状と窮境に至った経緯（当社代表者、15分）	資料2
4.	資金繰りの現状と、返済猶予のお願い（必要な場合。協議会・当社、15分）	資料3
5.	調査の範囲と日程、資料のご依頼（個別支援チーム、10分）	資料4
6.	質疑応答（25分）
7.	今後の日程と連絡窓口の確認、閉会（5分）
資料
1	手続の流れと日程
2	会社の概要と業績の推移
3	資金繰り表（実績と今後【○】か月の見込み）
4	調査の範囲と資料の依頼（債権届出をお願いする場合は、その様式と期限）
議事次第の例　第2回（調査結果の報告）
	使う場面・送る前の確認
1. 使う場面：財務と事業の調査結果を報告する会議。財務の調査は公認会計士又は税理士、事業の調査は中小企業診断士等が担うのが原則です（別冊2 2.(4)①）。
1. 資料4の清算価値の試算は、債権放棄等を検討する場合に入れます。



第2回 債権者会議（バンクミーティング）議事次第
日時：【○年○月○日（○）○時〜○時】　場所：【会場】（オンライン併用）
出席：対象債権者【○】者、中小企業活性化協議会（統括責任者ほか）、個別支援チーム、当社（代表取締役、【経理責任者】）
司会：【協議会の担当者】　議事録：【担当者】

1.	開会、前回のご質問への回答（10分）
2.	財務の調査結果：実態貸借対照表、正常収益力、資金繰り（個別支援チームの公認会計士又は税理士、25分）	資料1
3.	事業の調査結果：窮境原因と除去の見通し、事業の強みと課題（個別支援チームの中小企業診断士等、20分）	資料2
4.	再生の基本方針と計画の骨子（当社代表者、15分）	資料3
5.	金融支援の方向性と、弁済額の配分ルールの案（当社・個別支援チーム、10分）	資料4
6.	質疑応答・意見交換（30分）
7.	計画案をお示しする時期と次回の日程、閉会（5分）
資料
1	財務DD報告書の要約
2	事業DD報告書の要約
3	計画の骨子
4	金融支援の方向性（債権放棄等を検討する場合は清算価値の試算を含む）
議事次第の例　第3回（計画案の説明）
	使う場面・送る前の確認
1. 使う場面：計画案を説明する会議。調査結果の報告、計画案の説明、質疑応答、意見交換を行い、同意・不同意の意見を表明する期限を定めます（別冊2 2.(7)①）。
1. 調査報告書は、金融支援を含む計画では統括責任者が作ります。債権放棄等を含む計画では、原則として個別支援チームの弁護士が作ります（別冊2 2.(6)①）。
1. 〔　〕内は、計画に株主責任や保証債務の扱いを書く場合に入れます。



第3回 債権者会議（バンクミーティング）議事次第
日時：【○年○月○日（○）○時〜○時】　場所：【会場】（オンライン併用）
出席：対象債権者【○】者、中小企業活性化協議会（統括責任者ほか）、個別支援チーム、当社（代表取締役、【経理責任者】）
司会：【協議会の担当者】　議事録：【担当者】

1.	開会（5分）
2.	調査報告書のご報告（統括責任者。債権放棄等を含む計画では個別支援チームの弁護士、20分）	資料1
3.	再生計画案のご説明（当社代表者・個別支援チーム、40分）	資料2・3
（1）	窮境原因と再生の基本方針
（2）	重点施策と数値計画
（3）	数値基準の判定
（4）	金融支援のお願いと金融機関別の弁済額
（5）	経営者責任〔・株主責任・保証債務の扱い〕
（6）	モニタリング計画
4.	質疑応答・意見交換（30分）
5.	同意・不同意のご意見を表明いただく期限の決定、同意書の様式のご案内（協議会、5分）	資料4
6.	閉会
資料
1	調査報告書
2	再生計画案（第【○】版）
3	説明資料
4	同意書の様式
第3部　経営者責任・株主責任・保証債務の記載例
金融機関に支援をお願いする計画では、社長がどう責任をとるかを、金額と期限が分かる文章で書きます。続投でも退任でも決まった型はないため、場面ごとの文例を部品として並べました。自社に近いものを選び、【　】を自社の内容に置き換えて使ってください。
別冊2は、金融支援を要請する計画に経営者責任の明確化を求めています（別冊2 2.(5)⑤）。リスケだけの計画も、プレ再生計画も対象です（⑪）。債権放棄等を要請する場合は株主責任の明確化が加わり（⑥）、保証人がいればその資産と負債の状況も記載します（①）。
場面別に使う文例
	場面
	経営者責任
	株主責任
	保証債務

	リスケ・プレ再生で社長が続投
	文例1〜4
	求められない
	文例12

	リスケで社内の幹部に交代
	文例5
	求められない
	文例12

	直接放棄・DESで社長が続投
	文例1〜4（措置を重くする）
	文例10
	文例13

	直接放棄・DESで社内の後継者に交代
	文例5
	文例9
	文例13

	債権放棄等でスポンサーの経営者に交代
	文例6
	文例8
	文例13

	第二会社方式
	文例7
	文例11
	文例13


「求められない」は、別冊2の記載事項ではないという意味です。リスケ型でも、社長が株式を後継者に譲ることを経営者責任として書くことはあります（別冊2 Q＆A Q27は支配株主からの脱退を例示）。
	使うときの注意
1. 金額は、実態貸借対照表と数値計画に一致させます。報酬の減額は人件費に、私財提供や貸付金の回収は資金繰りに反映します。
1. 【　】内の水準と期限は例示です。主要債権者と協議して決めます。
1. 文例では、代表者を甲、社内の後継者を乙、スポンサーが指名する経営者を丙、代表者の配偶者を丁としています（文例12の戊は、前代表者である甲の父です）。


社長が続投する場合：4つの面
社長を退任させない計画では、経営者責任を報酬・資産・ガバナンス・未達時の条項の4つの面で具体化すると、説得力が出ます。リスケ型の設例（食品製造業）の記載例は、計画書のページに載せています。ここでは、別の場面で使える言い回しを面ごとに示します。
文例1　報酬（親族役員の報酬もあわせて見直す場合）
	使う場面・書く前の確認
1. 減額の前後の月額、開始の月、上限と期間、賞与と退職慰労金、親族役員、増額の条件を書きます。
1. 事業年度の途中で減らすときは、業績悪化改定事由による改定として、減額後も毎月同額で支給します（税務と保証のページ「役員報酬の減額と定期同額給与」）。


記載例
代表取締役【甲】の役員報酬を、【2027年1月】支給分から月額【90万円】を【60万円】に減額します。取締役【丁】（代表者の配偶者）の報酬は、経理を担う職務の内容に合わせて、同月から月額【30万円】を【15万円】に見直します。減額の合計は年【540万円】です。
役員賞与と役員退職慰労金は、実質的な債務超過を解消する事業年度まで支給しません。
計画期間中の報酬の増額は、【前期の経常利益が計画を上回り、約定の返済を全て履行している】場合に限り、主要債権者と事前に協議して行います。

文例2　資産（債権放棄等を要請し、社長が続投する場合）
	使う場面・書く前の確認
1. 経営者から会社への貸付（経営者貸付）、会社から経営者への貸付金、私財提供の扱いを書きます。金額は実態貸借対照表の評価と一致させます。
1. 経営者貸付を放棄すると会社に債務免除益が生じるため、欠損金で吸収できるかを先に試算します。リスケ型なら、（1）を「計画期間中は返済を求めず、金融機関への弁済に劣後させます」とする書き方もあります。


記載例
（1）	経営者貸付：代表者【甲】からの借入金【25,000千円】は、本計画の成立日に全額を放棄します。
（2）	代表者への貸付金：当社の甲に対する貸付金【8,000千円】は、甲が保有する【生命保険契約の解約返戻金】で、【2027年3月末】までに全額を返済します。
（3）	私財提供：甲は、所有する【本社倉庫の敷地（当社が事業に使用）】を、【2027年3月末】までに当社に贈与します。当社は贈与を受けた後も、この土地を事業の用に供します。

（3）は、租税特別措置法40条の3の2を意識した書き方です。保証債務を負う取締役等が、会社の事業に使われている資産を贈与した場合に、みなし譲渡課税をしない特例です（2028年3月31日までの贈与）。会社がその資産を事業に使うことを計画に定めるほか、準則に基づく債務処理計画であること、保証債務の一部を履行し、その後も保証債務が残る見込みであることなどが要件です。本計画が当たるかを含め、税理士と事前に確かめてください。
文例3　ガバナンス（会社の資金が経営者の個人的な支出に流れていた場合）
	使う場面・書く前の確認
1. 収益力改善支援に関する実務指針は、経営の透明性の確保、事業者と経営者の資産等の分別管理、内部管理体制の構築を挙げています。中小版GLのQ＆A（Q7）も、会社と経営者の資金のやりとりを適切な範囲にとどめる体制を求めています。
1. 窮境原因にある管理の弱さと、1対1で対応させて書きます。


記載例
（1）	資金の区分：当社と代表者の間の資金のやりとりは、役員報酬の支給と、本計画に定める貸付金の返済に限ります。仮払金・立替金・貸付金は新たに発生させず、会社名義のカードは業務の支払にだけ使います。
（2）	支払の承認：【10万円】以上の支払は、代表者以外の【管理部長】が承認します。預金通帳と銀行印は、別の担当者が保管します。
（3）	外部の確認：顧問税理士が毎月、試算表、預金と借入金の残高、役員との取引を確かめます。その結果を【四半期】ごとに主要債権者へ報告します。
（4）	意思決定：【経営会議】を毎月開き、【5百万円】以上の設備投資と借入、役員や親族との取引を承認事項として、議事録を残します。

文例4　未達時の条項（段階的に重くする場合）
	使う場面・書く前の確認
1. 発動の基準は、モニタリングで判定できる指標で書きます。計画の利益が小さい年度は、率ではなく金額で決める方が実際的です（計画書のページ「モニタリング計画と未達時の対応」）。
1. 措置を段階的に重くしておくと、会社も金融機関も次の手を予測できます。


記載例
（1）	事業年度の経常利益が計画を【20％】以上下回った場合は、翌事業年度の代表者の報酬を、月額【10万円】さらに減額します。
（2）	（1）に【2期】続けて当たった場合は、代表者が代表権を後継者の候補に譲ることを含めて、経営体制の見直しを主要債権者と協議します。
（3）	計画【3期】の決算で、計画【5期】までに実質的な債務超過を解消する見込みが立たない場合は、スポンサーの支援や事業の譲渡を含む抜本的な方策を検討します。その方針を【6か月】以内に、全ての対象債権者と中小企業活性化協議会に示します。

社長が退任する場合
退任する場合は、時期、後任と選んだ理由、引継ぎの方法、退任後の関与と報酬、退職慰労金、保有株式の扱いを書きます。退任後も会長などとして経営に関わり続けると、責任をとったとは受け止められにくくなります。関わるなら、その範囲と期限を書きます。
文例5　社内の幹部に経営を引き継ぐ場合
	使う場面・書く前の確認
1. 場面：リスケで社内の幹部に交代する場合（保証債務は文例12）や、直接放棄・DESで社内の後継者に交代する場合（株主責任は文例9、保証債務は文例13）。
1. 債権放棄等を要請する場合は、最後の株式の一文を、株主責任の文例に置き換えます。


記載例
代表取締役【甲】は、窮境に至った経営判断の責任をとり、【2027年6月の定時株主総会】の終結の時をもって取締役を退任します。後任の代表取締役には、【製造部門を統括する常務取締役乙】が就任します。乙は【20年】にわたり主要な取引先との交渉と生産管理を担い、事業の継続に必要な知識と取引先の信頼を得ています。
甲は退任後【1年間】、【月額15万円】の顧問として、取引先と金融機関への引継ぎに限って関与し、経営の意思決定には加わりません。甲に役員退職慰労金は支給しません。甲が保有する当社株式は、【2027年9月末】までに乙に譲渡し、甲は支配株主から外れます。

文例6　スポンサーが指名する経営者に交代する場合
	使う場面・書く前の確認
1. 場面：債権放棄等でスポンサーの経営者に交代する場合。株主責任は文例8、保証債務は文例13と組み合わせます。


記載例
代表取締役【甲】と取締役【丁】（甲の配偶者）は、本計画の成立日をもって取締役を退任します。後任の代表取締役には、スポンサーである【B社】が指名する【丙】が就任します。
甲は取引先の引継ぎのため、【6か月】に限り当社と業務委託契約を結び、【月額○万円】で協力します。甲と丁に役員退職慰労金は支給しません。株主の扱いは、【株主責任】の項のとおりです。

文例7　第二会社方式で事業を新会社に移す場合
	使う場面・書く前の確認
1. 場面：第二会社方式。株主責任は文例11、保証債務は文例13と組み合わせます。甲が新会社で働く場合は、2段落目の追加文を使います。


記載例
当社の【ホテル事業】は、会社分割により新会社【A2社】が承継します。当社は承継の後、【特別清算】を申し立てます。当社の代表取締役【甲】は、新会社の役員に就任せず、新会社の株式も保有しません。
（甲が新会社で働く場合の追加文）甲は、【調理の技術】を新会社に引き継ぐため、【2年間】に限り新会社の従業員として勤務します。給与は職務に見合う月額【○万円】とし、経営の意思決定には関与しません。

	注意
1. 第二会社方式で、旧経営者や親族が新会社の経営や株式に関わる形は、金融機関から慎重に見られます。関わる理由（技術、取引先、許認可）と、出資するならその資金の出所を説明できるようにします。
1. 税金を滞納している会社が、親族などの特殊関係者や被支配会社に事業を譲渡し、譲受人が同一又は類似の事業を営むと、譲受人が第二次納税義務を負うことがあります（国税徴収法38条）。滞納があるときは、事業の移し方を決める前に税理士に確かめます。


株主責任
株主責任は、債権放棄等（DESと第二会社方式を含む）を要請する計画で求められます（別冊2 2.(5)⑥）。別冊2 Q＆A（Q28）は、減資や株式の無償譲渡で支配株主の権利を消滅させる方法と、減増資で既存株主の割合的地位を減らすか、なくす方法を挙げています。経営に関与しない一般株主は、別に扱うこともあり得ます。中小版GLのQ＆A（Q24）は、全株主の権利の消滅が望ましいとしつつ、小規模企業者は柔軟に判断するとしています。
文例8　減増資でスポンサーが株主になる場合
	使う場面・書く前の確認
1. 場面：債権放棄等でスポンサーの経営者に交代する場合。経営者責任は文例6、保証債務は文例13と組み合わせます。


記載例
当社は、【2027年3月】の臨時株主総会の決議を経て、会社法の定める手続により発行済株式の全部を無償で取得して消却し、既存株主の権利を消滅させます。あわせて、スポンサーである【B社】が【50,000千円】を出資し、増資後の株式の全部をB社が保有します。

文例9　支配株主が株式を手放し、一般株主は残す場合
	使う場面・書く前の確認
1. 場面：直接放棄・DESで社内の後継者に交代する場合。経営者責任は文例5、保証債務は文例13と組み合わせます。


記載例
支配株主である代表者【甲】と配偶者【丁】は、保有する当社株式の全部（【計8,500株、85％】）を、本計画の成立日に後継の代表者【乙】に無償で譲渡します。経営に関与していない【取引先2社と従業員持株会】が保有する株式（【計1,500株、15％】）は、窮境に関与していないことから、保有を続けます。

文例10　DESで既存株主の持分を減らす場合（社長が続投）
	使う場面・書く前の確認
1. 場面：直接放棄・DESで社長が続投する場合。経営者責任は文例1〜4の措置を重くして、保証債務は文例13と組み合わせます。


記載例
対象債権者である【A銀行】は、貸付金のうち【30,000千円】を当社の株式に振り替えます（DES）。これにより、代表者【甲】の持株比率は【100％】から【○％】に下がります。甲の経営者責任は、【経営者責任】の項の措置により明確にします。

文例11　第二会社方式の場合
	使う場面・書く前の確認
1. 場面：第二会社方式。経営者責任は文例7、保証債務は文例13と組み合わせます。


記載例
当社は、事業を新会社【A2社】に承継させた後、【特別清算】を申し立てます。株主責任は、この手続の中で果たされます。当社は債務超過のため、株主への残余財産の分配は見込まれません。新会社の株式は、【スポンサーであるB社が全て】保有します。

	実務メモ
1. 減資・増資・株式の取得には、株主総会の決議など会社法の手続が要ります。日程を弁護士と確かめ、計画のスケジュールに入れます。
1. 株式を無償で譲り受ける人や会社の課税関係（贈与税・法人税）を、株式の評価とあわせて税理士と確かめます。
1. DESでは、債権の時価と額面の差額が会社の債務消滅益になります。増資やDESで資本金が1億円を超えると、欠損金を所得の100％まで控除できる中小法人の判定に影響し得ます（法人税法57条11項1号）。


保証債務の扱い
リスケ型の計画では、保証債務の整理は伴わないのが一般的で、保証が続くことを書きます。債権放棄等を要請する計画では、保証人の資産と負債の状況が記載事項です（別冊2 2.(5)①）。中小版GLも、債務減免等を要請する場合に、保証人の資産等の開示と保証債務の整理方針を明らかにするよう求めています（第三部4.(4)①ホ）。協議会が整理を支援する場合は、経営者保証に関するガイドライン（以下「経営者保証GL」）に基づく整理の手順を定めた、実施基本要領の別冊4によります（別冊2 5.）。
文例12　リスケ型（保証が続く場合）
	使う場面・書く前の確認
1. 場面：リスケ・プレ再生で、保証債務の整理を行わない場合。戊は前代表者（甲の父）です。


記載例
代表者【甲】と前代表者【戊】（甲の父）は、当社の金融機関借入金の【全額】（基準日の残高【430,000千円】）を連帯保証しています。本計画は返済条件の変更を要請するもので、保証債務の整理は行わず、保証は存続します。保証の見直しは、計画の進み具合を踏まえて、各金融機関と別に協議します。

文例13　債権放棄等を要請する場合（一体整理の方針）
	使う場面・書く前の確認
1. 場面：直接放棄・DES、スポンサーの経営者への交代、第二会社方式など、債権放棄等を要請する場合。
1. 経営者保証GLによる整理には対象債権者全員の同意が必要で、信用情報機関には報告・登録されません。残存資産の考え方と、保証人の弁済計画の骨子は、税務と保証のページの保証債務の整理の章で解説しています。


記載例
（1）	保証人の状況：代表者【甲】の資産と負債は、別紙【5】の財産目録（【2026年9月30日】現在）のとおりです。甲は、開示した資産と負債が正確であることを表明します。
（2）	整理の方針：甲の保証債務は、「経営者保証に関するガイドライン」に基づき、中小企業活性化協議会実施基本要領の別冊4の手順に従って、本計画と一体で整理します。
（3）	弁済：甲は、自由財産と、対象債権者と協議して定める残存資産を除く資産を換価し、保証債務の弁済に充てます。弁済の額と時期は、保証人の弁済計画で定めます。

保証人の税務は、別冊2 Q＆A（Q9-2）が考え方を示しています。資産を譲渡して保証債務を履行し、求償権を放棄した場合の所得税法64条2項の扱いと、保証債務の免除を受けた場合の扱いです。計画書に書く前に、税理士と確かめます。
よくない書き方と直し方
次の書き方は、金融機関の担当者が稟議に書けず、差し戻されやすいものです。直し方の欄を参考に、具体的な措置に置き換えます。
	よくない書き方
	問題
	直し方

	「経営責任を痛感し、再建に全力を尽くします」
	決意だけで、措置がない
	4つの面のどれを、いくら、いつまでに行うかを書く

	「役員報酬を大幅に削減します」
	金額と時期がなく、効果を計画に反映できない
	減額の前後の月額、開始の月、上限、期間を書く

	「当面、役員報酬は無報酬とします」
	生活費が仮払金などに流れやすく、続かない
	生活が成り立つ額にし、資金の区分のルールも書く

	「代表取締役を退き、会長に就任します」
	実権が残るなら、責任をとったと受け止められにくい
	退任後の権限・報酬・期限を書き、意思決定に加わらないことを示す

	「株主責任は今後検討します」
	債権放棄等の計画では、明確化が求められる
	方法、時期、変更後の株主構成を書く

	「保証債務の扱いは別途協議します」
	債権放棄等の計画では、保証人の資産と負債が記載事項
	資産と負債の開示と、整理の方針を書く



第4部　モニタリング報告の記載例
モニタリング報告書は、計画の数字と実績を同じ物差しで並べ、ずれの理由と次の手を示す書類です。毎回同じ様式で作り、よくない数字ほど早く、原因と対策を添えて出すことが、金融機関の信頼を保つ近道です。
差異の説明と今後の対応（F社、第2四半期）
	使う場面・書く前の確認
1. 使う場面：モニタリング報告書の「差異の説明と今後の対応」。中小版GLは、計画と実績の乖離が大きい場合、会社と主要債権者が乖離の真因を分析するとしています（第三部4.(8)）。原因を外部環境の変化、施策の実行の遅れ、計画の前提の誤りに分けると、打ち手と、金融機関の受け止め方がはっきりします。次の順に書きます。
1. 結論を先に書く（どの利益が計画をいくら下回ったかと達成率。約定の返済を守れたかも冒頭に）
1. 要因を金額に分ける（分解の合計を差異に一致させる）
1. 原因を区分する（外部環境・実行の遅れ・前提の誤りのどれか、一過性か今後も続くか）
1. 対策を書く（何を、誰が、いつまでに行い、いくらの効果を見込むか）
1. 見通しと影響を示す（年度の着地見込みと、返済・数値基準への影響。計画書で定めた未達時の段階に当たるかも判定する。返済条件の緩和が必要になりそうなら、計画の変更を申し出る：別冊2 4.(2)）
1. 前回の対策の結果を書く（前回の報告で約束した対策が実行できたか）
1. F社は、3月決算の製造業（架空）です。計画対比表と差異の分解は、書式・文例ページ第9章の表9-3・表9-4にあります。


記載例（F社は架空の会社です）
1．	結論：第2四半期累計の経常利益は3,100千円で、計画を4,900千円下回りました（達成率38.8％）。約定の返済6,000千円は、計画どおり履行しています。
2．	要因：（1）新規販路の売上が計画を12,400千円下回り、利益は4,960千円不足しました。取引の開始が、予定の8社に対して5社にとどまったためです（実行の遅れ）。（2）原材料の値上がりと、2社目の仕入先への切替えの遅れで、限界利益率が1.0ポイント下がりました（利益への影響△1,900千円。外部環境と実行の遅れ）。（3）既存取引先の売上は2,400千円上回り（同960千円）、固定費は残業の削減で1,000千円下回りました。
3．	対策：（1）残る3社との取引を、【営業部長】が【11月】までに始めます。（2）2社目の仕入先からの調達を【11月】に始め、主要な原材料の【3割】を切り替えます。（3）値上がり分の価格転嫁を、【10月】から主要な取引先【5社】と交渉します。
4．	見通し：下期の経常利益は、計画12,000千円に対し【10,500千円】を見込みます。年度は【13,600千円】（計画20,000千円の68.0％）となる見通しです。9月末の現預金は26,500千円で、下期の約定返済6,000千円は、資金繰りの見込みから履行できます。本報告は計画書で定めた【警戒】の段階に当たるため、追加策として【賞与の支給額の見直し】を検討し、次回に報告します。

よくない説明と直し方
	よくない説明
	直し方

	「天候不順により売上が減少しました」
	どの部門で、数量と単価のどちらが、いくら減ったか。天候の影響と言える根拠も示す

	「原材料高騰の影響を受けました」
	限界利益率の低下幅と影響額、価格転嫁の交渉の状況を書く

	「施策は概ね順調です」
	施策ごとに予定と実績、KPIを示し、遅れを隠さない

	「下期で挽回します」
	挽回の手段、担当、期限、効果額と、年度の着地見込みを書く



第5部　プレ再生計画・小規模特例の記載例
プレ再生計画は、債権放棄等を求めず、将来の本格的な再生計画の策定を予定した計画です（別冊2 2.(5)⑪）。期間は3事業年度が限度で、成立年度は数えません（別冊2 Q＆A Q32）。2026年3月31日の改定で、「後の本格的な再生計画の策定に移る場合を具体的に定めた内容」を含めることが加わりました。別冊2 Q＆A（Q32-2）は、その中身を、イ 計画の終了時の対応、ロ 期間中に本格的な計画を作れるようになった場合の移行、ハ 期間中に履行が難しくなった場合の対応の3つの場合の対応策と説明しています。
出口の3点は、モニタリングで毎回確かめられる指標で書きます。経常利益、営業キャッシュフロー、資金残高、公租公課の納付状況などです。判定の場と期限、判定した後に誰が何をするかまで書くと、金融機関が稟議で評価しやすくなります。【　】内は例示です。基準の水準と期限は、会社の業種や資金繰りの状況に合わせ、主要債権者と協議して決めます。
出口3点に書くこと
	項目
	書くこと
	避けたい書き方

	イ 終了時の対応
	申し出の時期、判定の基準日と指標、判定結果ごとの進路
	「終了時に改めて協議する」だけ

	ロ 期間中の移行
	移行を協議する条件（数値と施策の完了）、確認の場、申し出の期限
	「状況に応じて検討する」だけ

	ハ 履行困難時の対応
	早期警戒の指標、報告先と期限、対応策の選択肢と順序
	「その都度協議する」、計画の延長だけを書く



出口イ　プレ再生計画の終了時の対応
	使う場面・書く前の確認
1. 申し出の時期、判定の基準日と指標、判定結果ごとの進路を書きます。「終了時に改めて協議する」だけの書き方は避けます。
1. 本格的な再生計画の標準処理期間は、原則6か月、検証型で4か月です（別冊2 Q＆A Q35-3）。最終年度の期末に申し出ると計画の空白期間が生じるため、その期間も見込んで申し出の時期を決めます。


記載例
当社は、本計画の最終年度である【2030年3月期】の上半期中に、中小企業活性化協議会に本格的な再生計画の策定支援を申し出て、本計画の終了までに本格的な再生計画の成立を目指します。
申し出に先立ち、【2029年3月期】の決算を基準として実態貸借対照表と正常収益力を見直し、主要債権者と次の方針を協議します。
（1）	数値基準を満たす見通しがある場合：返済条件の変更を内容とする再生計画を策定します。
（2）	数値基準を満たす見通しが立たない場合：DDSや債権放棄等の抜本的な金融支援、スポンサーによる支援を含む再生計画を検討します。
（3）	いずれの方法でも事業の継続が困難な場合：再チャレンジ支援の活用を含め、取引先と従業員への影響を抑える方策を協議します。

出口ロ　期間中の本格的な再生計画への移行
	使う場面・書く前の確認
1. 移行を協議する条件（数値と施策の完了）、確認の場、申し出の期限を書きます。「状況に応じて検討する」だけの書き方は避けます。
1. 協議会は、期間中に本格的な計画を作れるようになったと判断すれば、会社に再生支援への移行を促します（別冊2 4.(1)⑤）。移行は会社からの申し出が起点です。


記載例
本計画の期間中であっても、次のいずれかに該当した場合は、計画期間の満了を待たずに本格的な再生計画への移行を協議します。
（1）	【2期連続】で経常利益が黒字となった場合
（2）	重点施策である【○○事業からの撤退と□□事業への集約】が完了し、その効果を織り込むと数値基準を満たす事業計画を策定できる見通しが立った場合
（3）	滞納していた公租公課の納付が完了した場合
該当の有無は四半期ごとのモニタリング会議で確かめます。該当した場合は【1か月】以内に主要債権者と移行の可否を協議し、移行が適当と判断したときは、中小企業活性化協議会に再生支援を申し出ます。

出口ハ　計画の履行が困難になった場合の対応
	使う場面・書く前の確認
1. 早期警戒の指標、報告先と期限、対応策の選択肢と順序を書きます。「その都度協議する」や、計画の延長だけを書くのは避けます。
1. ハは、中小企業庁の「中小企業における事業再生支援のあり方検討会」の報告書（2026年3月）が挙げるバックアッププランに近い役割を持ちます。


記載例
次のいずれかに該当した場合は、計画の履行が困難になるおそれがあるものとして、【2週間】以内に主要債権者と中小企業活性化協議会に報告します。
（1）	経常利益が【2四半期連続】で計画を【○％】以上下回った場合
（2）	資金繰りの見込みで、【3か月】以内に資金の不足が見込まれる場合
（3）	公租公課の納付計画を履行できなかった場合
報告の後【1か月】以内に、乖離の原因の分析と対応策を示して主要債権者と協議します。対応策は、施策と数値計画の見直し、抜本的な金融支援やスポンサー支援を含む本格的な再生計画への前倒しの移行、事業の継続が困難な場合の再チャレンジ支援の活用、の順に検討します。

出口の判定表の例（D社）
	使う場面・書く前の確認
1. 出口のイ・ロ・ハを、判定の基準、計画上の見込み、確認の場と期限の表にまとめると、出口と数値計画が結びつきます。
1. D社は、3月決算で6店舗を営む小売業の設例（架空）です。2026年11月にプレ再生計画が成立し、期間は計画1期（2028年3月期）から計画3期（2030年3月期）までです。数値計画の要約は、計画書のページ第13章の表13-2にあります。


記載例：D社の出口の判定表（架空の数値）
	出口
	判定の基準
	計画上の見込み
	確認の場と期限

	ロ 期間中の移行
	経常利益が黒字で、かつ滞納を完納した決算期
	計画2期（2029年3月期）の決算で該当
	決算後のモニタリング会議。該当すれば1か月以内に移行を協議

	イ 終了時の対応
	ロに当たらないまま計画2期の決算を迎えた場合
	―
	同じ会議で、条件変更型か抜本型かの方針を協議し、計画3期の上半期に申し出る

	ハ 履行が難しい場合
	経常利益が2四半期続けて計画を20％以上下回る、3か月以内の資金不足の見込み、納付計画の不履行
	該当しない計画
	四半期のモニタリング会議。2週間以内に報告



小規模特例：事業の継続が経営者等の生活の確保に有益であること（E社）
	使う場面・書く前の確認
1. 小規模特例は、小規模な事業者が債権放棄等を含まない計画を作るとき、イとロを含めれば数値基準②〜④を省けるものです（別冊2 2.(5)⑩）。イは、成立後2事業年度目（成立年度を含まない）から3事業年度続けて、営業キャッシュフローがプラスになることです。
1. ロは、事業を続けることが経営者等の生活の確保に有益であることです。書き方の定めはないため、世帯の収入のうち事業から得る部分、減額後の報酬で生活が成り立つか、事業をやめた場合の影響を、事実で書くと伝わります。報酬の減額は経営者責任の一部ですが、減らしすぎるとロと矛盾します。
1. E社は、飲食業の設例（架空）です。常時使用する従業員は12人、売上高は8,000万円、有利子負債は9,000万円で、小規模な事業者に当たります。


記載例（E社は架空の会社です）
当社の代表者と、店舗で働く配偶者の世帯の収入は、当社からの役員報酬と給与がほぼ全てです。代表者は経営者責任として、役員報酬を月額40万円から32万円に減額します。減額後の報酬と配偶者の給与（月額18万円）で、世帯の生活費（月額約35万円）を賄えます（世帯の収支表を別紙に添付）。
事業をやめた場合、世帯の収入源がなくなるうえ、当社の借入金9,000万円について、代表者の保証債務の整理も必要になります。本計画では、計画2期から4期まで営業キャッシュフローがプラスとなる見込みです。以上から、事業を続けることは、代表者と家族の生活の確保に有益であると考えます。

作成：ジェイスタート会計事務所（https://www.sapporotax.com/saisei/shoshiki/）	 / 
